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令和７年度包括外部監査の結果に関する報告に基づく措置の通知

について

令和８年３月２７日に包括外部監査人から報告のあった令和７年度包括外部

監査（「空地・空家対策に係る事務の執行について」）の結果に基づき、又は

当該監査の結果を参考として、別添のとおり措置を講じましたので、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定に基づき通知い

たします。
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令和７年度 包括外部監査結果に基づき講じた措置

１ 選定した特定の事件 「空地・空家対策に係る事務の執行について」

２ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３７第５項に規定する監査の結果における「指摘事項」に対する措置及び地

方自治法第２５２条の３８第２項に規定する「意見」に対する措置 次の表のとおり

なお、区分の欄に記載する記号の意味は、「①＝措置を講じたもの」、「②＝措置を講じていないもの」となっています。

「②」については、措置を講じた後に、改めて報告します。

ページ数 監査の結果及び意見（項目）
区

分
措置内容又は進捗状況等

Ｐ１１１ 指摘

空家のデータベースを作成すべきである

①

（住宅政策課）

空家のデータベースを作成いたしました。

Ｐ１１１

～Ｐ１１２

指摘

下関市密集市街地環境整備事業において寄附採納を

受けた物件について長期間保有しないよう注意するべ

きである

①

（市街地開発課）

令和 8年度からは、除却・防災空地整備を加速させる

ために予算を重点的に配分し、寄附採納物件を長期保有

しないよう、迅速な除却と空地化を推進しています。

Ｐ１１２

～Ｐ１１６

意見

固定資産税等の住宅用地特例の適用による軽減措置

の適正化を検討するべきである

①

（資産税課）

検討の結果、地方税法及び「地方税法第三百四十九条

の三の二の規定における住宅用地の認定について」で示

された基準に照らして住宅用地特例の適用を解除する

際の手続きを定めました。今後、当該手続きに則り、慎

重に事務を執行していくこととしました。
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Ｐ１１６

～Ｐ１１７

意見

空家データベースへ各種情報を集約すべきである

①

（住宅政策課）

空家データベースへの各種情報集約を行いました。

Ｐ１１７ 意見

行政代執行の際の解体工事の随意契約を適正化する

べきである

①

（住宅政策課）

令和４年度の略式代執行における解体工事において

は、一般競争入札を実施しており、今後も原則一般競争

入札を実施いたします。


